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膨
張
止
ま
ら
ぬ
二
〇
二
〇
年
度
予
算
の
行
方

　

二
〇
一
九
年
一
二
月
二
〇
日
、
二
〇
二
〇
年

度
予
算
が
閣
議
決
定
さ
れ
た
。
令
和
の
時
代
に

な
っ
て
編
成
さ
れ
た
初
め
て
の
当
初
予
算
で
あ

る
。
第
二
次
安
倍
内
閣
が
発
足
し
て
八
年
目
に

入
り
、
こ
の
間
、
政
府
は
金
融
政
策
・
財
政
政

策
・
成
長
戦
略
を
三
本
柱
と
す
る
ア
ベ
ノ
ミ
ク

ス
に
よ
る
経
済
再
生
と
デ
フ
レ
か
ら
の
脱
却
を

試
み
て
き
た
。

　

し
か
し
、
景
気
は
緩
や
か
に
回
復
し
て
い
る

と
い
う
政
府
の
判
断
と
は
異
な
り
、
多
く
の
国

民
は
景
気
回
復
を
実
感
せ
ず
、
二
年
程
度
で
物

価
上
昇
率
二
％
を
達
成
す
る
当
初
目
標
は
七
年

経
っ
た
今
も
実
現
さ
れ
て
い
な
い
。

　

昨
年
六
月
に
決
定
し
た
「
骨
太
の
方
針
二
〇

一
九
」
は
一
〇
月
か
ら
の
消
費
税
率
一
〇
％
へ

の
引
き
上
げ
を
確
認
し
た
上
で
、
経
済
状
況
を

踏
ま
え
て
二
〇
二
〇
年
度
予
算
で
「
臨
時
・
特

別
の
措
置
」
を
講
ず
る
こ
と
や
米
中
摩
擦
で
不

透
明
な
海
外
経
済
の
先
行
き
を
念
頭
に
置
い
て
、

「
機
動
的
な
マ
ク
ロ
経
済
政
策
を
躊
躇
な
く
実

行
す
る
」
と
追
加
的
な
経
済
対
策
を
策
定
す
る

布
石
を
打
っ
て
い
た
。
ま
た
、
二
〇
二
五
年
度

の
国
・
地
方
を
合
わ
せ
た
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
・
バ

ラ
ン
ス
黒
字
化
と
債
務
残
高
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
の

安
定
的
引
き
下
げ
を
め
ざ
す
財
政
健
全
化
目
標

を
掲
げ
、
団
塊
の
世
代
が
七
五
歳
に
入
り
始
め

る
二
〇
二
一
年
度
ま
で
の
三
年
間
を
「
基
盤
強

化
期
間
」
と
位
置
付
け
た
。

　

編
成
さ
れ
た
二
〇
二
〇
年
度
予
算
は
一
般
会

計
歳
出
総
額
が
一
〇
二
・
七
兆
円
と
な
り
、
当

初
予
算
と
し
て
二
年
連
続
で
一
〇
〇
兆
円
を
超

え
、
八
年
連
続
で
過
去
最
大
を
更
新
し
た
。
歳

入
で
は
税
収
が
過
去
最
高
の
六
三
・
五
兆
円
を

見
込
む
。

　

二
〇
二
〇
年
度
予
算
の
特
徴
は
、
補
正
予
算

と
一
体
で
編
成
す
る
「
一
五
ヵ
月
月
予
算
」
を

組
み
、
景
気
・
防
災
対
策
を
中
心
に
財
政
支
出

が
大
幅
に
拡
大
し
た
こ
と
で
あ
る
。

解
説
◉

膨
張
を
続
け
る
二
〇
二
〇
年
度
予
算

● 2020 年度予算のフレーム（当初ベース）　　　 　　　　　　　　　（単位：億円、％）

年　度
2018 2019 2020

前年
度比

うち
通常分

うち臨時・
特別措置分

前年
度比

うち
通常分

うち臨時・
特別措置分

前年
度比

歳
入

租税及印紙収入 590,790 2.4 624,950 624,950 － 5.8 635,130 － 1.6
その他収入 49,416 ▲ 8.0 63,016 50,556 12,461 27.5 65,888 － 4.6
公債金 336,922 ▲ 2.0 326,605 318,786 7,819 ▲ 3.1 325,562 － ▲ 0.3

４条公債 60,940 ▲ 0.0 69,520 61,701 7,819 14.1 71,100 － 2.3
特例公債 275,982 ▲ 2.4 257,085 257,085 － ▲ 6.8 254,462 － ▲ 1.0

計 977,128 0.3 1,014,571 994,291 20,280 3.8 1,026,580 － 1.2

歳
出

国債費 233,020 ▲ 1.0 235,082 235,082 － 0.9 233,515 233,515 － ▲ 0.7
基礎的財政収支対象経費 744,108 0.7 779,489 759,209 20,280 4.8 793,065 775,277 17,788 1.7

一般歳出 588,958 0.9 619,639 599,359 20,280 5.2 634,972 617,184 17,788 2.5
地方交付税等 155,150 ▲ 0.3 159,850 159,850 － 3.0 158,093 158,093 － ▲ 1.1

計 977,128 0.3 1,014,571 994,291 20,280 3.8 1,026,580 1,008,792 17,788 1.2
注：(1) その他収入は、歳入総額から租税及印紙収入、公債金を除いた額。
　　(2) 基礎的財政収支対象経費は、国の一般会計歳出総額から国債費を除いた額。
　　(3) 地方交付税等は、地方交付税交付金と地方特例交付金の合計額。
出所：財務省資料より作成

概
況

八
年
連
続
で
過
去
最
大
、一〇
〇
兆
円
超
は
二
年
連
続

　

二
〇
二
〇
年
度
予
算
の
内
訳
を
見
る
と
、
社

会
保
障
関
係
費
は
消
費
税
率
の
引
き
上
げ
に
伴

う
増
収
分
を
「
全
世
代
型
社
会
保
障
」
の
実
現

に
振
り
向
け
た
こ
と
か
ら
過
去
最
大
の
三
五
兆

八
六
〇
八
億
円
（
対
前
年
度
当
初
比
五
・
一
％

増
）、
防
衛
関
係
費
も
宇
宙
・
サ
イ
バ
ー
・
電
磁

波
等
の
新
た
な
領
域
に
お
け
る
能
力
強
化
な
ど

に
伴
っ
て
五
兆
三
一
三
三
億
円
（
同
一
・
一
％

増
）
と
過
去
最
大
と
な
っ
た
。
公
共
事
業
関
係

費
は
災
害
に
強
い
国
土
を
作
る
「
防
災
・
減
災
、

国
土
強
靱
化
」
対
策
を
計
上
す
る
な
ど
で
六
兆

八
五
七
一
億
円
（
同
〇
・
八
％
減
）、
文
教
お
よ

び
科
学
振
興
費
は
二
〇
二
〇
年
四
月
か
ら
の
高

等
教
育
の
無
償
化
・
私
立
高
校
授
業
料
の
実
質

無
償
化
を
実
施
す
る
な
ど
で
五
兆
五
〇
五
五
億

円
（
同
一
・
五
％
減
）
と
な
っ
た
。

　

地
方
交
付
税
交
付
金
等
は
一
五
兆
八
〇
九
三

億
円
（
同
一
・
一
％
減
）
を
一
般
会
計
か
ら
交
付

税
・
譲
与
税
配
付
金
特
別
会
計
に
繰
入
れ
、
地

方
法
人
税
等
を
上
乗
せ
し
て
昨
年
よ
り
〇
・
四

兆
円
多
い
一
六
・
六
兆
円
の
交
付
税
を
自
治
体

に
交
付
す
る
。
自
治
体
の
財
政
需
要
が
膨
ら
む

社
会
保
障
関
係
費
・
防
衛
関
係
費
が
過
去
最
大

１

ュ
レ
ス
・
ポ
イ
ン
ト
還
元
や
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ

ー
ド
を
活
用
し
た
ポ
イ
ン
ト
付
与
、「
防
災
・
減

災
、
国
土
強
靱
化
対
策
」
の
実
行
の
た
め
な
ど

に
一
兆
七
七
八
八
億
円
が
充
て
ら
れ
る
。

● 2020 年度予算歳出の内訳（単位：億円）

注：（ ）内は 2019 年度当初予算に対する増減率：％
出所：財務省資料より作成

歳出総額
1,026,580

(1.2)

国債費
233,515( ▲ 0.7)

利払費等
84,200( ▲ 4.9)

債務償還費
149,316(1.9)

社会保障
　関係費
　　　358,608
　　　　(5.1)

文教及び科学振興費 55,055( ▲ 1.5)
公共事業関係費 68,571( ▲ 0.8)

地方交付税
交付金等
158,093
( ▲ 1.1)

防衛関係費 53,133(1.1)その他 99,605(9.7)

基礎的財政収支対象経費
793,065(1.7)

一般歳出
634,972(2.5)

食料安定供給関係費 9,840(0.2)　中小企業対策費 1,753( ▲ 2.1)
エネルギー対策費 9,495( ▲ 2.7)　その他の事項経費 66,645( ▲ 1.0)
恩給関係費 1,750( ▲ 16.6) 経済協力費 5,123(2.0) 予備費 5,000(―)

財
政
問
題
研
究
会

中
、
二
年
連
続
で
増
額
す
る
。
地
方
税

収
は
〇
・
七
兆
円
増
の
四
三
・
五
兆
円

と
過
去
最
高
を
見
込
み
、
交
付
税
な
ど

と
合
わ
せ
て
地
方
が
自
由
に
使
え
る
一

般
財
源
総
額
は
六
三
・
四
兆
円
に
拡
大

し
、
過
去
最
高
を
更
新
し
た
。

　

国
債
費
は
二
三
兆
三
五
一
五
億
円

（
同
〇
・
七
％
減
）、
債
務
償
還
費
が
同

一
・
九
％
増
と
な
る
一
方
、
債
務
残
高

が
累
増
す
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
低
金
利

の
影
響
で
利
払
費
は
同
四
・
九
％
減
と

な
っ
た
。

　

二
〇
二
〇
年
度
予
算
に
は
昨
年
同
様
、

消
費
税
率
引
き
上
げ
へ
の
対
応
等
の
た

め
に
「
臨
時
・
特
別
の
措
置
」
が
盛
り

込
ま
れ
た
。
今
年
度
は
消
費
者
へ
の
ポ

イ
ン
ト
還
元
等
で
二
兆
二
八
〇
億
円
が

計
上
さ
れ
た
が
、
来
年
度
は
キ
ャ
ッ
シ


